




Payment of part of a plurality of
claim after the start of bankruptcy
proceeding and the principle of
existant claim amount at the start of
bankruptcy proceeding
─Two judgments of Supreme Court─
西中薗 浩
Hiroshi NISHINAKAZONO
①第一事件 「最判小三平成 22・3・16、平成 20 年（受）第 1202 号、民
集 64 巻⚒号 523 頁、判時 2018 号 13 頁、判タ 1323 号 128 頁、金判
1339 号 26 頁」
②第二事件 「最判小三平成 22・3・16 平成 20 年（受）第 1459 号、集
民第 233 号 205 頁、判時 2078 号 18 頁、判タ 1323 号 106 頁、金法 1902












第一事件において大阪地裁堺支部は、平成 17 年 12 月 12 日、B社につ
いて破産手続を開始する旨の決定をし、X をその破産管財人に選任し
た。
Aは B社の破産手続において平成 18 年⚒月⚓日付で破産債権2) の届
け出を行った。
本件土地および建物は、平成 18 年⚓月 28 日、任意売却された。Aは
B 社に対する別除権行使により本件土地の B 社持分の売却代金から
4817 万 8443 円、本件建物の売却代金から 2878 万 1928 円、合計 7696 万
371 円を本件破産債権に対する弁済として受領し、同破産債権の一部3)
に充当した。またAは Dに対する根抵当権の行使として本件土地の持
分の売却代金から 4817 万 8444 円を本件破産債権に対する弁済として受
領した。
Aは、平成 18 年⚔月 10 日付で別除権行使により弁済を受けることが
できないと見込まれる債権の額が確定したとして、全破産債権額⚑億
3198 万 213 円4) から別除権行使によって弁済を受けた 7696 万 371 円を






月 24 日、本件破産債権額を 5501 万 9842 円と査定する決定をした。












請求権を破産債権とし、その破産債権額を合計⚑憶 2,667 万 5,955 円（た
だし、損害金の額を未定として）として届け出た。Xは、第二事件にお
いても同様の異議を提出したため、Aは、第一事件と同様、平成 18 年⚗




第二事件の一審判決（大阪地裁堺支判平成 19 年⚖月 15 日）は、Xの
請求を一部認容し、Aの破産債権額を 7,831 万 2,000 円と査定した。こ
れに対し、Xが控訴。



























































































































































貸付 1 35,280,000 35,280,000 0
貸付 2 11,194,000 11,194,000 0
貸付 3 29,780,000 23,292,158 6,487,842 6,487,842 0 6,487,842
貸付 4 26,088,000 0 26,088,000 26,088,000 0 26,088,000












































貸付 1 35,280,000 35,280,000 0 35,280,000
貸付 2 11,194,000 11,194,000 0 11,194,000
貸付 3 29,780,000 23,292,158 6,487,842 6,487,842 0 29,780,000
貸付 4 26,088,000 0 26,088,000 26,088,000 0 26,088,000
貸付 5 22,444,000 0 22,444,000 15,602,602 6,841,398 22,444,000 22,444,000





合計額 126,675,955 76,960,371 55,019,842 48,178,444 6,841,398 22,444,000 126,675,955
＊鹿島久義「破産法 104 条における口単位説の判例上の位置づけと関連する特約の効力について」




























































































































































































貸付日 金額 償還期限 利息 遅延損害金
貸付 1 平成 10 年 9 月 10 日 6000 万円 平成 17 年 8 月 31 日 年 2.5％ 年 14.5％
貸付 2 平成 11 年 2 月 26 日 1500 万円 平成 21 年 2 月 28 日 年 2.9％ 年 14.5％
貸付 3 平成 11 年 2 月 26 日 4500 万円 平成 18 年 9 月 30 日 年 2.9％ 年 14.5％
貸付 4 平成 11 年 9 月 29 日 3500 万円 平成 18 年 9 月 30 日 年 2.3％ 年 14.5％






貸付 1 3528 万円
貸付 2 1119 万 4000 円
貸付 3 2978 万円
貸付 4 2608 万 8000 円
貸付 5 2244 万 4000 円
約定利息 35 万 2815 円
遅延損害金（破産開始決定の日の前日までの分） 153 万 7140 円
遅延損害金（破産開始決定の日以降の分） 未定
3) ①本件貸借に係る同日までの遅延損害金合計 684 万 1398 円、②同約定
利息金合計 35 万 2815 円、③貸付⚑元本 3528 万円、④貸付⚒元本 1119
万 4000 円、⑤貸付⚓元本のうちの 2329 万 2158 円
4) 本件貸付金元本合計⚑億 2478 万 6000 円、約定利息金合計 35 万 2815 円、
同年⚓月 28 日までの遅延損害金合計 684 万 1398 円
5) 別除権行使による上記弁済のほか、物上保証人Cに対する根抵当権行使




















































そ効力を有せず，配当金は民法 489 条ないし 491 条の規定に従って数個
の債権に充当されるとするのが判例である（最高裁昭和 62 年(オ)第 893























































9) 前掲注⚘）・伊藤・284 頁、破産法 104 条成立の経緯につい 285 頁の原注
105 の記述参照。なお、「全部義務者とは、不可分債務（民 430）、連帯債
務（民 432）、不真正連帯債務、連帯保証債務（民 458）、および手形につ
いての合同債務（手 47）などを含む。」と説明されている。同書 284 頁。







〈最高裁判所民事判例 研究〉法学協会雑誌 128-10、2644 頁以下、特に
2654 頁以下参照。
13）鹿島久義「破産法 104 条における口単位説の判例上の位置づけと関連す









否」〈民事判例研究Ⅰ〉法学新報（中央大学）・118 巻 11・12 号・143 頁
以下、とくに 158 頁以下参照
15）最判昭和 60 年⚕月 23 日民集 39 巻⚔号 40 頁、ならびに最判昭和 62 年⚔










































































説─民事篇〈平成 22 年度〉（上）161 頁以下、笹浪恒弘・藤川和之・高村
健一「数口債権と開始時現存額主義の適用・弁済充当指定権の行使（法
的整理～破産）（平成 22.3.16 最高三小判）」『最新の判例にみる債権管
理・回収〔銀行法務 219 月増刊号〕』所収・56 頁以下、小原将照「複数口
の債権と開始時現存額主義─最判平成 22 年⚓月 16 日を契機として」






























められるとした最高裁判決（最高裁昭和 62 年(オ)第 893 号同年 12 月 18
日第二小法廷 判決・民集 41 巻⚘号 1592 頁）を破産手続にも適用しよ
うとする試みである。問題は多いが、法廷意見では、弁済充当特約が認
められる可能性を払拭でいないため有力な考え方だといえよう。
とりわけ、滝澤判事は田原説に賛成である旨表明されている（前掲注
19）掲載文献・14 頁）。
418 419
複数口債権に対する破産手続開始決定後の一部弁済と開始時現存額主義

